
○平成27年度一般会計款別決算状況
歳入　157億  579万円（平成26年度比 4.4％増）
歳出　145億5,453万円（平成26年度比 1.7％増）

民生費

56億4,974万円

（38.8％）

土木費

20億5,652万円

（14.1％）

総務費

19億6,807万円

（13.5％）

教育費

15億9,745万円

（11.0％）

公債費

10億7,177万円

（7.4％）

衛生費

10億5,519万円

（7.3％）

消防費

5億233万円

（3.5％）

商工費

3億563万円

（2.1％）

議会費

1億9,612万円

（1.3％） 農林水産業費

1億5,171万円

（1.0％）

歳出合計 145億5,453万円

市税

64億7,295万円

（41.2％）

国庫支出金

22億9,868万円

（14.6％）

地方交付税

15億3,789万円

（9.8％）

市債

11億5,820万円

（7.4％）

その他交付金

10億8,319万円

（6.9％）

県支出金

8億9,171万円

（5.7％）

繰越金

7億2,541万円

（4.6％）

繰入金

6億8,979万円

（4.4％）

その他収入

5億1,004万円

（3.3％）

分担金及び負担金

1億2,307万円

（0.8％）

地方譲与税

1億1,695万円

（0.7％） 使用料及び手数料

9,791万円

（0.6％）

歳入合計 157億579万円



○岩倉市の財政を1カ月の家計に例えると…　　（平成27年度決算）

＜収入＞ ＜支出＞

金額 金額

13万7,000円 7万円

1万5,000円 5万8,000円

1万6,000円 2万3,000円

1万5,000円 4万9,000円

4万1,000円

5万7,000円

2万4,000円 1万1,000円

33万3,000円 30万9,000円収入合計 支出合計

貯金の引き出し
（繰入金）

家・車・電化製品の修理、購入代
（投資的経費、維持補修費）

依
存
財
源

親からの仕送り
（国・県支出金、地方譲与
税、地方交付税等）

12万6,000円

光熱水費、日用品費などの雑費
（物件費等）

仕送り、生命保険など
（繰出金、補助費等）

銀行借入
（市債）

預金
（積立金）

　市の財政と家庭の家計ではしくみが違いますが、分かりやすくするために、平成27年度一般会計決算
を家計簿に置き換えてみました。なお、平成27年度の一般会計決算を、国税庁民間給与実態統計調査
（1人あたり平均給与）を参考に家庭に入ってくる1年間の収入を400万円（1カ月あたり33万3,000円）とし
て作成しています。

内容 内容

自
主
財
源

給料
（市税）

教育・医療費
（扶助費）

パート収入
（負担金、使用料等）

食費
（人件費）

雑収入
（財産収入、寄附金等）

ローン返済
（公債費）



　ここでは、岩倉市の普遍的な将来都市像である「健康で明るい緑の文化都市」を
実現するための第４次総合計画の６つの基本目標に沿って実施事業をまとめました。

安心していきいきと暮らせるまちづくり
・ 40歳節目歯科健康診査事業 39万円
・ 特別養護老人ホーム建設費補助事業 1,540万円
・ 認定こども園施設型給付等事業（保育園運営委託料含む） 3億2,051万円
・ 3,286万円
・ 放課後子ども環境整備事業 3,228万円

自然と調和した安全でうるおいのあるまちづくり
・ （仮称）石仏多目的広場整備事業 909万円
・ 主要地方道春日井一宮線高架下整備事業 1,381万円
・ 防災行政無線（同報系・移動系）運用事業 682万円
・ 資機材搬送車購入事業 1,230万円
・ LED防犯灯管理事業 436万円

豊かな心を育み人が輝くまちづくり
・ 新学校給食センター建設事業 5億4,075万円
・ 岩倉南小学校太陽光発電設備等整備工事 3,796万円
・ 郷土歴史普及啓発事業 15万円

快適で利便性の高い魅力あるまちづくり
・ デマンド交通事業 1,469万円
・ 北島藤島線街路改良事業 5億9,962万円
・ 天保橋架け替え事業 8,537万円
・ 桜通線街路改良事業 1億2,359万円
・ 公共下水道事業 5億3,229万円

地域資源を生かした活力あふれるまちづくり
・ 食育シンポジウム事業 137万円
・ 観光振興事業 911万円

市民とともに歩むひらかれたまちづくり
・ 第４次総合計画中間見直し検討事業 351万円
・ 公共施設等総合管理計画策定事業 351万円

○平成27年度に実施した主要な事業

小規模保育事業所及び保育園送迎ステーション開設準備事業費補助事業



○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）　405,209千円
【歳出】社会保障施策に要する経費　　　　　　4,978,293千円

（単位：千円）

国県支出金 市債
その他

（負担金・
使用料等）

地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 654,410 428,746 0 0 38,510 187,154

高齢者福祉事業 50,845 6 0 513 8,588 41,738

児童福祉事業 1,758,339 994,589 0 101,473 113,020 549,257

母子福祉事業 9,400 976 0 0 1,438 6,986

生活保護扶助事業 707,051 579,962 0 6,726 20,540 99,823

その他（臨時福祉給付金
等） 94,959 65,981 0 12,000 2,897 14,081

小　計 3,275,004 2,070,260 0 120,712 184,993 899,039

国民健康保険特別会計繰
出金（人件費・事務費繰
出除く）

290,409 157,587 0 0 22,667 110,155

介護保険特別会計繰出金
（人件費・事務費繰出除
く）

316,685 3,617 0 0 53,426 259,642

後期高齢者医療特別会計
繰出金（事務費繰出除
く）

70,532 52,899 0 0 3,009 14,624

小　計 677,626 214,103 0 0 79,102 384,421

高齢者医療事業 446,430 32,038 0 16,782 67,854 329,756

障害者医療事業 101,344 35,218 0 8,201 9,885 48,040

子ども医療事業 208,762 50,239 0 18,844 23,837 115,842

母子家庭等医療事業 27,696 13,329 0 866 2,304 11,197

疾病予防 212,941 1,671 0 7,659 34,747 168,864

その他（休日急病診療所
運営費等） 28,490 2,119 0 11,796 2,487 12,088

小　計 1,025,663 134,614 0 64,148 141,114 685,787

4,978,293 2,418,977 0 184,860 405,209 1,969,247

○都市計画税の充当状況 （単位：千円）

国県支出金 市 債 都市計画税 一般財源
720,221 365,256 212,600 76,834 65,531
679,326 0 0 366,643 312,683
78,435 0 0 42,331 36,104

1,477,982 365,256 212,600 485,808 414,318

財 源 内 訳

街 路 事 業
下 水 道 事 業
公 債 費

計

事 業 名
事 業
費

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　計

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当してい
ます。

　平成26年４月１日より消費税率が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分
については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。平成27年度一
般会計決算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は、次のとおりです。

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源


